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土地境界確定申請について





■　申請者


申請者は原則、河川用地に隣接する土地所有者として、土地登記簿に登記されている方が申請者となります。（代理人の場合は委任状が必要です。）


　　公共用地の境界確定にあたっては、土地に関する調査及び測量を要し、境界確定協議成立後、境界確定図を作成及び杭の埋標など測量技術が必要なことから、有資格者（土地家屋調査士、測量士等）、に委任していただくようお願いします。





■　隣接する土地所有者の立会承諾


　　境界確定の協議をするためには、隣接土地所有者全員の立会いが必要なため、その目的を説明し、立会承諾を得てください。立会承諾は、申請地の隣接及び河川をはさむ反対側の土地について（向こう３軒両隣）必要となります。





■　添付書類


□案内図・・・・・1/2500程度の縮尺で、申請箇所を朱線で記入してください。


□公図の写し・・・


○法務局に備付けのもので、3ヶ月以内のものを添付してください。


○謄写にあたっては正確かつ広範囲に謄写し、書落としのないようにしてください。


　　　○字の異なるものについては、別々に謄写してください。


　　　○申請地を朱線で明記し、謄写年月日を記入してください。


□登記事項要約書・・・


発効日から３ヶ月以内のもので、申請地及び関係隣接地の全筆数を添付してください。





■　立会通知


　　　立会通知は、立会日の５日前までに、市から関係地権者に通知します。





　■　境界標埋標


　　境界標は、市石標を原則とし、埋設にあたっては、市石標はコンクリート巻で堅固に埋設してください。また、石標埋設が不可能な場合には、市金属標等で表示願います。なお、金属標設置にあたっては、堅固な構造物に設置してください。





　■　境界確定図


　　　　協議成立し、土地境界が確定しましたら、境界線上の必要な箇所に、境界標を設置し　その境界標に基づき、実測して境界確定図を作成します。





　　　□作成にあたって


○地権者押印は図面承諾とします。


○縮尺1/２５０とし、マイラー原図で作成してください。


○新規現況平面図に各測点（凡例による）を記入し、各測点間を三斜線で明記してください。


なお、寸法数値は、小数点以下２桁を表示し、３桁目は切り捨てとします。


○図面上に基準点を明記し、基準点網図を添付してください。


○図面には、各凡例、方位、河川名、各座標及び図面作成者とその印並びに立会い年月日を記入してください。





　　詳細については、お問い合わせください。











